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序章 
本論文の目的は、近代アジアの商業空間形成と拡大の一端を担った多様な英系インド
商会の貿易活動を、商会の持つグローバルな商業ネットワークを視野に入れながら、横
浜・神戸を拠点として史料分析より実証的に明らかにしていくことにある。対象時期は、
横浜・神戸の開港以後に英系インド商会が来日し始めた 1870 年代から 1923 年の関東
大震災までの約 50年である。 
英系インド商会の日本での商業活動をひもとくための公文書（税関書類や永代借地券
など）は、関東大震災やその後の戦災により焼失したものがきわめて多く、断片的な情
報しか残っていない。そのため本稿では、英系インド商会の横浜・神戸での貿易活動を
明らかにする典拠史料として、本稿の対象期間(1868－1923)に各年発刊されていた①英
文商工録の The “Japan Gazette” Directory ／The Japan Directory、②『横浜貿易日
報』および『横浜貿易新聞』の「横浜商況」、そして、③『神戸又新日報』の「神戸輸出
入表」に依拠し分析を行った。①により横浜・神戸に所在した英系インド商会を明らか
にし、➁・③からそれらの商会が両港より取引先港と輸出入の内容を確認した。また、
後年の研究史料や横浜在住のインド人の手記・口述史にて補完した。 
本論文の作業の根本目的は、インド商会の横浜と神戸の商業ネットワークの差異を対
比させながら可視化することにある。これらの商業ネットワークを可視化するというこ
とは、いくつかの意味がある。第 1には、近代アジアという地域の内実をできるだけ明
らかにすることである。第 2には、日本とインドの二国間関係あるいは国民国家の枠組
みでは捉えきれない、アジアやそれを超える領域にまたがる貿易や交流の実態を明らか
にするということである。前者は、アジアの地域研究をはじめ歴史研究に共通する根本
命題であり、後者は、国民国家を歴史叙述の基軸とすることの相対化という問題意識と
関連している。国民国家を基軸とした歴史研究の重要性はあらためて述べるまでもない
が、それらの研究蓄積と並行し、国家という領域性が分析基軸である場合には照射され
にくかった、マージナルな主体による超域的なネットワークを追うことで浮かぶ歴史の
再構築を試みる。 
こうした目的は、人とモノの移動やネットワークの形成にかかわる歴史学的研究の流
れにおいて、どのように位置付けられるだろうか。近代アジアの中から近代アジアのダ
イナミズムの要因を見出すという立場を取っている点と、アジア諸地域の相互連関のあ
り方を探ろうとする点で、本稿はアジア経済史研究において 1980年代頃より進められ
てきた重要な学問的潮流である「アジア交易圏」論1と通底する。1990年代以降、中国
商人、インド商人、ムスリム商人などアジア系商人の商業ネットワークの重要性を裏付
ける研究成果が見られるようになった。アジアの経済的ダイナミズムを形成する大きな
要因の一つであったアジア系商人の国境を越えた商業ネットワークの重要性は、90 年
代以後にとくに研究成果が見られ、中国商人、ムスリム商人、インド商人などのアジア
間貿易における貿易活動、離散範囲、競合関係の実態の研究が進められてきた2。 
しかしながら、本稿で対象とする移入初期のインド商人の商業ネットワークの実態と
機能については、ヨーロッパ系商人のネットワークとの類似性や異質性もふくめて、実
証的にはほとんど解明されていない。したがって本稿では、当時の商工録と貿易資料の
経年的かつ数量的検討により、ひと（英系インド商会）・モノ・商業ネットワークを明
らかにすることで、英系インド商会の貿易活動を実証的に補完して長期的な移出入の動
向とミクロな商会の貿易事業の形成過程の双方の再構築を試みる。その上で、英系イン
ド商会の商業活動および商業ネットワークが、アジア間貿易および国際貿易の中でどの
ような位置づけにあったのか、考察を行う。 
以上を念頭に、本論文は序章と終章のほか、5つの章から構成されている。以下に各
章の狙いと章の間の相互関係を述べる。 
 
第 1章 
英領インドにおける商業集団の貿易とその商業ネットワークは、政治・経済・文化・
宗教的背景により大きく異なった展開を見せ、そうした差異は日本への移入の経緯にも
大きく影響した。そのため、第 1章では、商業集団の貿易とその商業ネットワークが前
近代から近代にかけていかなる展開をみせ、どのような経緯でアジアへ進出していった
かを先行研究よりやや俯瞰的に提示した。具体的には、①前近代から近代にいたるイン
ド洋交易圏の貿易とそれを担うインド商人の商業ネットワークの変容を示し、➁19 世
紀の各商業集団のアジア方面への離散過程と移動範囲、商業ネットワークの広がりを検
討し、③そのうち 19 世紀末に横浜および神戸に参入した商業コミュニティのうち主要
なエスニック集団、すなわちムスリム商人、パールシー商人、シンディー商人(以下各
                                               
1  浜下武志・川勝平太、1991、『アジア交易圏と日本工業化』、杉原薫、1996、『アジア間貿易の形成と
構造』ほか。 
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II』関西日印文化協会。Kumar, Mamta S., 2010，Trade of the Times: Reconceiving" Diaspora" with 
the Sindhi Merchants in Japan, Singapore: National University of Singapore (Master Thesis).二見 仙
平、1958、『横濱輸出絹業史: 開港百年記念』、横浜輸出絹業史刊行会。脇村孝平、2009、「「長期の 19世
紀」アジア―インド経済史を中心に」籠谷直人・脇村孝平編『帝国とアジア・ネットワーク―長期の 19
世紀』, 112-138。四方田雅史、2000、「一九三〇年代における横浜・神戸の外商と世界市場―アジア・ア
フリカを中心に―」、『アジア研究』第 46巻(第 3・4合併号)、アジア政経学会。脇村孝平、2010、「開放
体系」としてのインド亜大陸―インド系商人・企業家の系譜―」『南アジア研究』22: 301-312。大石高志, 
2002, 「日印合弁・提携マッチ工場の成立と展開 1910－20年代－ベンガル湾地域の市場とムスリム商人
ネットワーク」『東洋文化』 82: 77-136など。 
P、S、M）の商業的特徴、離散過程とアジアへの移出の空間的広がりを確認した。 
それにより、18世紀から 19世紀のインド人貿易コミュニティが、それ以前にインド
大陸内外の貿易および商業取引により構築された貿易ネットワークを継承しあるいは
地域の政治・経済の社会変化にあわせて変容させながら、インド亜大陸から東南アジア
そして東アジアへとつながる広域的貿易ネットワークを形成していったことを示した。
本稿の検討の対象である、日本に参入したムスリム商人、パールシー商人、シンディー
商人もまた、来日以前に近代アジア貿易圏に広域的貿易ネットワークを形成していた。
イギリス資本のアヘン貿易を目的とした広東・香港進出に伴い、共に移動したボーホラ・
ムスリム（Bohras）をはじめとするムスリムやパールシーの仲介貿易商・金融業者は、
両地に商業拠点を設けてインド―中国の販売ネットワークを形成し、その後に日本に進
出した。また、インド労働移民の東南アジアへの移動に商機を見出したチュリア商人
(Churias)やマラッカヤール商人（Marakkayars）は、東南アジア各地で小売業に従事
し、グジャラートを出自とするボーホラ商人、メモン商人（Memons）、コージャ商人
（Khojas）などは繊維産業、家庭用電気用品、米、砂糖、ダイヤモンドといった特定の
商取引に特化する貿易を行っていった。それに対して、ハイデラバードを出自とするシ
ンディー（ヒンドゥー）商人は、万国博覧会の開催の結果ブームになった「東洋趣味」
物産を東南アジア、東アジアの開港地から仕入れるため、ハイデラバード（シンド州）
から中国あるいは東南アジアの港市を経て日本に進出したのである。 
以上の検討により、資本主義的近代世界システムに組み込まれた 19 世紀後半の英領
インドから進出した、種々のムスリム商人、パールシー商人、シンディー商人の商業集
団が、①イギリス資本の仲介貿易商・金融業者として東アジアへ進出し（P、M）、➁商
業機会拡大により東南アジアへ進出し（S、M）、③欧米人の Curios供給のためアジア
各地の開港場へ進出（S）するという複層的な国際商業ネットワークを形成していたこ
とが明らかになった。これらの国際商業ネットワークと横浜・神戸での貿易活動がどの
ように接続されているのかを、次章以後で検討した。 
 
第 2章 
第 2章、第 3章は、横浜の英系インド商会を対象としている。まず第 2章では、1859
－1923 の横浜港の貿易の発展経緯とともに当該期間に来日した英系インド商会の特徴
と変遷を検討する。次章以後に具体的な貿易の内容（モノ・商業ネットワーク）を検討
するにあたり、貿易の担い手である「ひと」すなわち英系インド商会の基礎情報の整理
が不可欠なためである。本章では、The Japan Directoryの記載情報により、横浜にお
ける英系インド商会、その移出入動向、エスニシティ、商館所在地といった基本構造の
詳細と横浜における商会経営の様相を提示した。それにより、以下のことが明らかにな
った。 
横浜の英系インド商会はすべて貿易商会で、「Merchant（貿易商）」、「Commission 
Agent（代理商）」のいずれか、もしくは複数を兼務していたが、主に輸出に重点が置か
れていた。 
この期間に来日した商会総数は、少なくとも 78 に上っている。経年的な商会数の推
移を検討すると、開港以後の約 50 年間で拡大した横浜貿易の主要な担い手であったイ
ギリス商会の中で、インド商会もまた増加の一途をたどり、貿易取引主体として看過し
得ない割合を占めていたことが確認できる。1870 年代後半には 3％程度にすぎなかっ
たものの、20年後の 1890年代後半には 85商会中 20商会と約 22％を占めるまでに増
加したのである。 
より詳細に商業集団と移入経緯を検討すると、①1870 年代から 1890 年代の移入初
期にイギリス資本に深く関係のあったムスリム商会とパールシー商会が来日したもの
のすぐに撤退し、➁それらの商会から独立した少数のムスリム商人が横浜に残り貿易を
開始し、③日清戦争以後にハイデラバードとボンベイに商業拠点を持つシンディー商会
の来日が急増したことが明らかになった。つまり、時期によりその主流集団が推移して
いったことが指摘できた。また、これらの商会は、基本的には小規模の商会が多数を占
めるものの、20 年を超える長期にわたり貿易を行っていた商会が 3 割を超え、基本的
に親族・同商業集団により経営を行いながら安定的な貿易構造を確立していたことを明
らかにした。 
 
第 3章 
第 3 章では、横浜のインド商会の貿易取引と貿易ネットワークの構築過程に着目し、
「モノ」と「商業ネットワーク」の側面を明らかにした。本来ならば、開港から 1923
年の貿易をイギリス商会とインド商会の貿易活動に分けて総体的に検討することが望
ましいものの、「イギリス」商会の貿易のうち、何をどの商会が担ったかは通常記録さ
れておらず、また経年的に分析し明らかにすることは資料の不在により難しい。そのた
め、本章では『横浜貿易新聞』に一定期間記載されていた貴重な各日の輸出入記録から
その担い手を確認することで、インド商会の貿易内容を提示した。今日残存する 1882
年と1891年分の『横浜貿易新聞』の「商況報告」から、Essabhoy、J.Eduljee、H.A.Esmail、
Assomull、H.H.Josuphほか 13商会の貿易取引と取引港が確認できる。 
上記の分析により、総体的に見て、横浜における英系インド商会は薬種輸入と東洋趣
味の珍品（Curios）輸出という隙間貿易を、香港・ボンベイを主とした緊密な貿易ネッ
トワーク上で行うことで居留地貿易に参入し、その後軽工業品(絹織物やマッチ)の対イ
ンド輸出により横浜での地位を確立したことが示された。インド商会の貿易取引は、
1880年代には横浜―香港を起点に形成されていたが、1890年代には横浜―ボンベイ間
の直貿易に移行し、その商業ネットワーク（本支店網や流通網）もまた横浜・香港・ボ
ンベイから横浜・香港・ハイデラバード／ボンベイ・東南アジアを中心とした商業ネッ
トワークに推移していった点が浮かび上がった。こうした貿易構造および商業ネットワ
ークは、一次産品の輸出と工業製品の輸入を主としていた英国商会の貿易とは大きく異
なり、かつそのネットワークも英国及び英帝国領内の貿易を主にしていた英国商会とは
性質を異にするものであった。 
次に、上述のような貿易構造の中での各商業集団別の事業形成過程、経営、商業ネッ
トワークを、史料の制約により詳細が不明なパールシー商人を除く、3つの事例により
補足した。対象としたのは、H.H.Josuph商会、Empress商会と Assomull商会である。
ムスリム商会のH.H.Josuph商会は、横浜（および神戸）からロンドン―ボンベイーカ
ルカッタ―シンガポール―香港の広域にわたる商業ネットワークを形成していた。ボン
ベイからは丁子、アラビアゴム、象牙・海獣牙、椰子敷物、チャツネを、香港から紅花
やゴムを、シンガポールからはシトロネラ油や豚油を輸入し、輸出は、ボンベイへの珍
品とりわけ絹手巾、漆器、竹簾、青銅器雑貨を主に扱う一方で、カルカッタへも絹手巾
や青銅器を送っていた。シンディー商会の Assomull 商会(1889－1950s)は、マニラ、
サイゴン、バンコク、シンガポール、スマラン、スラバヤ、バタヴィア、パダン、マカ
ッサル、バンドン、ペナン、ラングーン、ボンベイ、ハイデラバード、メルボルン、香
港、広東、神戸など、南―東アジアの主要貿易港に広く商業ネットワークを有し、横浜
から東洋趣味の珍品の輸出のため香港、マニラへむけて輸出を行っていた。シーア派ム
スリムの Empress 商会は、潤沢な資本も各国間にまたがる商業ネットワークも持たず
にマドラスより来日し、英領インドおよび英領植民地に向けた絹物輸出と、藍インヂゴ、
羊皮、マットの輸入により貿易を安定させ、多角的に事業を形成していった。これらの
事例により、横浜での中小商会の事業の形成過程と貿易活動の展開が明らかになった。 
 
第 4章 
第 4、第 5章では、神戸の英系インド商会の貿易と商業ネットワークを検討した。ま
ず第 4 章では、1868 年の神戸開港から 1923 年までの対ヨーロッパ、対アジア間貿易
における神戸港の貿易の特徴を確認しながら、The Japan Directoryにより流通の主体
者としての「ひと（英系インド商会）」に焦点を当てて基礎情報を確認した。横浜と同
様、神戸のインド商会も貿易商会であり、神戸の英国商会中の英系インド商会の移出入
の動向、滞在期間、エスニシティ、商会の経営や居留地内の位置づけを明らかにした。 
神戸居留地には 1890年頃よりシンディー、パールシー、シュロフ、ムスリムなど雑
多な商業集団が貿易の担い手として参入した。1895年には英国商会 56商会中 7商会、
すなわち 12.5％がインド商会であった。商会数は概ね緩やかな増加をたどり、1922年
には 40 近くにまで達した。総計では 1868－1923 年の間に神戸貿易に参入した英系イ
ンド商会はおよそ 100に上っていたが、5 割以上が 1－4 年以内の短期間で移出してお
り、5－9 年以内が 2 割、10－20 年以内が 2 割、20 年以上の長きにわたって貿易を続
けてきたのが 1 割にも満たない５商会のみであった（W.Assomull、Pohoomall 
Brothers、E. Pabany/Currimbhoy＆Co.,Ltd、Tata&Sons、Essabhoy）。神戸に定着す
る貿易商会はごく少数であったと言え、神戸における英系インド商会の貿易活動の継続
が容易ではなく流動性が非常に高かったことが指摘できる。 
また、横浜とは異なり、神戸のインド商会は特定の商業集団による移入時期の差や貿
易の寡占は見られない。特徴としては、ボンベイに所在する商会の支店あるいは代理商
として参入した例が多い点（総数の 3割である 34商会）と、本店が綿業関連に従事し
ているか、「Cotton Merchant(綿商人)」として移入している商会が目立つが指摘できた。
ボンベイに次いで、ハイデラバード、カルカッタなどの主要な英領インドの商業都市に
ある本店の支店・代理店として移入した例も多くみられた。 
以上の点が明らかになったことにより、第 2 章で検討した横浜との差異が浮上した。
端的に言えば、神戸の英系インド商会の来日は、横浜参入に 20 年ほど遅れて 1890 年
代中ごろより始まり、ボンベイ、ハイデラバード、カルカッタなどの主要な英領インド
の商業都市の本店の支店・代理店として神戸で貿易を開始した。神戸に参入した商会は、
多様な商業集団により構成されているのみならず、横浜の英系インド商会とは全く異な
る商会が流入しており、横浜―神戸間のインド商会の貿易活動や商業関係がきわめて希
薄であった。これらの点により、英系インド商会は横浜・神戸では異なる商業ネットワ
ーク上に貿易活動を行っていたことが明らかになった。 
 
第 5章  
第 5 章では、「ひと」を中心とした検討を行った前章に対して、英系インド商会の貿
易取引と貿易ネットワークの構築過程に着目し、神戸における「モノ」と「商業ネット
ワーク」の側面を明らかにした。また、その側面を、個別の商会の事業形成・拡大の過
程の詳細により補完した。こうした分析のために主に依拠したのは、『神戸又新日報』
の「神戸輸出入表」(1893 年－1897 年) である。これにより、1890 年代から 1900 年
代前半に 7 商会（Essabhoy、日印貿易会社、Tata、Kather、Josuph、Assomull、
Mussabhoy）の輸出入取引記録が分析でき、神戸のインド商会の貿易構造と傾向を示す
ことが可能である。 
神戸の英系インド商会の貿易を総体的に見ると、1890 年代から 1900 年代前半にか
けての傾向として①貿易取引品目と貿易額は増加し、➁おおむね輸入が貿易の主軸であ
り、③その中心となった輸入品は繰綿をはじめとした原料で、輸出品は雑貨から紡績糸・
綛糸・燐寸のような工業製品に移行していったことが読み取れる。輸出入先をみると、
ボンベイから繰綿を神戸港へ輸入し、神戸港近郊で生産された紡績糸を上海・香港・シ
ンガポール・コロンボへ（貿易数量順）、綿製品を上海・元山・シンガポール・ボンベ
イへ輸出していた。インド綿糸は 1870年代にすでにイギリス綿糸を抜いて中国・日本
市場へ輸出を開始し、20 世紀初頭にはボンベイと大阪の綿紡績業は中国市場をめぐっ
て熾烈な競争を展開していた。こうした中で、インド商会はボンベイの綿業関連商会の
支店として来日し繰綿を輸入すると同時に、日本綿糸の中国市場展開の一部も担い、綿
業基軸体制の歯車の一つとして機能していたのである。また、日用雑貨を東南アジアと
インドへ輸出していたことも確認できた。こうした綿業関連貿易および「雑貨」貿易（周
囲の工場で生産される珍品や軽工業品を含む貿易）は、「日印貿易」を超えたヨーロッ
パから北米までの広域を網羅し、中でも日本―インド―東南アジア―中国を相互に結ぶ
ネットワーク上で行われた。 
上記に加え、こうした神戸特有の貿易における担い手の差異も指摘した。概して、も
ともとアヘン貿易を通じて中国市場にネットワークを築いていたムスリム商人とパー
ルシー商人は綿業を基軸とし、東南アジアやインドの富裕層に「東洋趣味」の物産と廉
価な日用雑貨を販売していたシンディー商人やムスリム商人は、雑貨貿易を行ったと言
える。具体的には、①繰綿の輸入と紡績糸・綛糸の輸出を基軸にしながらその他の品物
（一次産品、半製品、工業製品）の貿易を行う商会（Tata商会(P) 、Pabany商会(M)）
と、➁繰綿の輸入と紡績糸・綛糸の輸出はごく少量のみあるいはまったく取り扱わずに、
雑貨貿易に従事しているインド商会（Essabhoy商会(BM)、Hassam商会、Mussabhoy
商会(P)、Japan and India &Co, Pohoomull商会(S)ほか）２つの形態に分化していた。
貿易総量では圧倒的に①の綿業貿易が多いが、商会数でみれば大多数のインド商会は②
の雑貨貿易を主業務としていた。 
最後に、このように綿業関連貿易と「雑貨」貿易に従事した英系インド商会の事例を、
Tata 商会と Essabhoy 商会より検討した。開港以後第一次世界大戦までの時期におけ
る綿業関連貿易および「雑貨」貿易を中心としたインド商会の貿易活動と商業ネットワ
ークがどのように形成され、それが「日印貿易」を超えて中でどのように展開していっ
たかを示すためである。Tata 商会の例は、アジア間貿易の発展を大きく促した「綿業
基軸体制」すなわち「英領インドの棉花生産－日本とインドの近代綿糸紡績業－中国の
手織綿布生産―太糸・粗製厚地布の消費」という連鎖の中で、インド－日本―中国の流
通を支える役割を果たしたことを示した。他方、Essabhoy商会は、インド・シンガポ
ール・香港を中心としたグローバルな「非公式ネットワーク」により形成された雑貨貿
易の例であり、日本の近代化に伴う産業黎明期に需要が高まった原料や一次産品を輸入
し、香港、東南アジア、英領インドにむけて日用の雑多な生活雑貨品を輸出する貿易構
造を確立した。これらの事例により、中小規模の英系インド商会の、神戸における貿易
システムの構築過程が明らかになった。 
 
以上、第 2章から第 5章では、日本に進出したインド商会の歴史的経緯を示した。横
浜と神戸を比較すると、横浜では、「東洋趣味」物産販売のネットワークを世界に持つ
シンディー商人が増加するとともに珍品と絹織物の輸出が中心となり、産業化が進むに
つれて廉価な軽工業品も主要輸出品となった。シンディー商人たちは、インドや西洋の
富裕層に「東洋趣味」の物産を販売し、廉価な日用雑貨をインドや東南アジア販売する
ネットワークを有していた。それに対して神戸では、近代工業の発達により盛んとなっ
た綿業関連貿易を基軸とし、それに雑貨貿易が付随する形で貿易が確立された。こうし
た貿易の主体は、もともとアヘン貿易を通じて中国市場にネットワークを築いていたム
スリム商人とパールシー商人であり、日本の綿織物産業生産品を中国の消費者にむけて
売るために多くが参入した。神戸にもシンディー商人は参入し、おそらく「雑貨」貿易
に従事していたものの、横浜ほどの顕著な増加は遂げなかった。このように、「アジア
間貿易」における英系インド商会の横浜と神戸での貿易と商業ネットワークの差異が明
らかになった。 
 
終章 
本稿では、ひと（商人）、モノ、商業ネットワークの分析により、横浜、神戸の両地
において①横浜と神戸の英系インド商会は、東日本と西日本では異なる商業ネットワー
クを有しており、➁これらはいずれも英国商会(工業製品輸入と一次産品輸出、英国及び
英帝国領内との貿易)とは異なる貿易構造と商業ネットワークであり、③アジア間貿易
においては日本から香港・インド・東南アジアに軽工業品を輸出しながら一次産品を輸
入するという、日本の対中国・対インド貿易の基本構造を補完する役割を果たしていた
という特徴を明らかにした。また、エスニック集団別では、ムスリム商人とパールシー
商人が神戸から香港・インド・東南アジアに軽工業品を輸出して一次産品を輸入する「ア
ジア間貿易」の一部を担い、日本の対中国・対インド貿易の基本構造を補完する役割を
果たしたことと、シンディー商人が横浜から東洋趣味の珍品と絹織物を世界各地に運ぶ
という、独自の「隙間貿易」を行なったことを指摘した。 
このように、本稿の独自性は、日本に進出したインド商業集団の複層的な商業ネット
ワークを貿易統計から実証的に検証することで、近代国民国家の枠組みを越えて形成さ
れ、世界システムの一部となった近代アジアの地域経済の実態を明らかにしたことにあ
る。 
本稿の発見は、①資本主義的近代世界システム内の横浜・神戸の貿易構造の差異を反
映して、異なるエスニック集団のインド商人が横浜と神戸に進出し、異なる物品を異な
る商業ネットワークで運んでいたこと、➁エスニック集団ごとに英国商会とは全く異な
る「隙間貿易」と「アジア間貿易」という独自の貿易構造とネットワークを築いたこと、
③その貿易ネットワークは「日本」「インド」「日印貿易」といった国民国家の枠組みで
は捉えられない実態を持っていたこと、である。附随していえば、横浜と神戸での貿易
の詳細な分析により、欧米商人だけが欧米市場向けの商品を扱っていたわけではなく、
またアジア商人がアジア産品だけを扱っていたわけではないことを傍証した。それによ
り、アジア間貿易の内実は「ヨーロッパ」と「アジア」の対抗関係というよりも、相互
補完的あるいは分業・共存関係に基づく複層的な形態であったという、近年の商業史で
通説になりつつある点をインド商会の歴史からも補足した。 
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